
笠間市空き家活用支援補助金交付要綱 

平成２５年４月１日 

告示第１６０号 

（目的） 

第１条 この告示は，笠間市空き家バンク制度要綱（平成２５年笠間市告示第

１５９号。以下「空き家バンク要綱」という。）に規定する空き家バンク（以

下「空き家バンク」という。）の利用促進を目的とし，空き家バンク要綱第

２条第４号の利用希望者に該当する者が，空き家バンクに登録されている空

き家（以下「登録物件」という。）を修繕し，及び取得し，又は賃借する場

合に，予算の範囲内において，笠間市空き家活用支援補助金（以下「補助金」

という。）を交付するものとし，その交付に関して笠間市補助金等交付規則

（平成１８年笠間市規則第３２号）に定めるもののほか，必要な事項を定め

るものとする。 

（補助事業等） 

第２条 補助事業の種類は，次のとおりとする。 

（１） 空き家バンク登録物件修繕支援事業 

（２） 空き家バンク登録物件利用促進事業 

２ 前項各号に掲げる補助事業の対象者等は，別表のとおりとする。 

（交付の申請） 

第３条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は，別

表に定めるところにより，笠間市空き家活用支援補助金交付申請書（様式第

１号）に必要書類を添えて市長に提出しなければならない。 

（交付の決定） 

第４条 市長は，補助金の交付申請があったときは，申請書の内容を審査し，

補助金の交付の可否及び交付額を決定しなければならない。 

２ 市長は，前項の決定をしたときは，速やかにその決定内容を笠間市空き家

活用支援補助金交付（不交付）決定通知書（様式第２号）により，申請者に

通知しなければならない。 

（申請内容の変更等） 

第５条 前条の規定により交付決定を受けた申請者は，当該申請内容を変更し，



中止し，又は廃止しようとするときは，笠間市空き家活用支援補助金変更，

中止，廃止承認申請書（様式第３号）に必要書類を添えて，市長の承認を受

けなければならない。 

（変更内容及び中止等の決定） 

第６条 市長は，前条の規定による申請があったときは，その内容を審査し，

適当又は不適当と認めたときは，笠間市空き家活用支援補助金変更，中止，

廃止承認（不承認）決定通知書（様式第４号）により，申請者に通知しなけ

ればならない。 

（実績報告） 

第７条 補助金の交付の決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は，

申請した事業が完了したときは，別表に定めるところにより，笠間市空き家

活用支援補助金実績報告書（様式第５号）に必要書類を添えて市長に提出し

なければならない。 

（補助金の額の確定） 

第８条 市長は，前条の規定により報告があったときは，その報告に係る補助

事業の成果が，補助金の交付決定の内容に適合するものであるかどうかを調

査し，適合するものと認めたときは，交付すべき補助金の額を確定し，笠間

市空き家活用支援補助金交付確定通知書（様式第６号）により交付決定者に

通知しなければならない。 

（補助金の請求） 

第９条 前条の通知を受けた交付決定者は，補助金の交付を受けようとすると

きは，笠間市空き家活用支援補助金交付請求書（様式第７号）を市長に提出

しなければならない。 

（補助金の交付） 

第１０条 市長は，前条の規定により請求を受けたときは，速やかに補助金を

交付するものとする。 

（補助金の返還） 

第１１条 第２条第１項第１号の事業により補助金の交付を受けた登録物件の

所有者は，当該登録物件を，自己の３親等内の親族に貸与又は譲渡するとき

は，笠間市空き家活用支援補助金返還届出書（様式第８号）を市長に提出す



るとともに，当該補助金を返還するものとする。 

２ 市長は，偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたものに対して，

交付した補助金の全部又は一部の返還を命ずることができる。 

３ 第２条第１項第２号の規定する事業により補助金の交付を受けた者が，登

録物件に５年以上居住しなくなったときは，速やかに笠間市空き家活用支援

補助金返還届出書により市長に報告し，補助金の一部を返還するものとする。

この場合において，返還金額は，５年に満たない期間の年数（１年未満の端

数が生じた場合は，これを切り捨てる。）に交付金額の２０パーセントに相

当する額（１，０００円未満の端数がある場合は，これを切り捨てる。）を

乗じた額とする。ただし，市長が認める特別な事情がある場合はこの限りで

ない。 

（委任） 

第１２条 この告示に定めるもののほか，必要な事項は，市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は，平成２５年４月１日から施行する。 

（この告示の失効） 

２ この告示は，平成３３年３月３１日限り，その効力を失う。 

別表（第２条，第３条，第７条関係） 

ア 空き家バンク登録物件修繕支援事業 

対象者 登録物件の個人所有者又は登録物件に入居する者にあっては，次

に掲げる要件を全て満たすものとする。 

（１） 登録物件に入居する者にあっては，取得し，又は賃借し

た登録物件の住所に住民登録をすること。 

（２） 納付すべき市区町村税等の滞納がないこと。 

（３） 以前に空き家バンク登録物件修繕支援事業による補助を 

受けていないこと。 

（４） 笠間焼産地後継者育成補助金（平成２８年笠間市告示第

２３０号）の交付を受けていないこと。 

（５） 登録物件に入居する者にあっては，その属する世帯全員



が市内に居住の用に供する建物を保有していないこと。 

対象経費 住宅の機能又は性能を維持又は向上させるために，登録物件の一

部を修繕，補修，取替え等を行う経費を対象とし，次に掲げる要件

を全て満たすものとする。 

（１） 笠間市内に住所を有する個人又は所在する事業所が施工

したものに要する費用であること。 

（２） 専用住宅及び併用住宅の居住の用に供する部分の修繕等

に要する費用であること。 

補助金 修繕費用の１／２以内とし，５０万円を限度とする 

申請手続 １ 申請時期 

修繕工事着手１４日前まで 

２ 添付書類 

（１） 配置図（縮尺は任意） 

（２） 建築物の図面（各階平面図等）（縮尺は任意） 

（３） 修繕工事の見積書 

（４） 納税証明書（未納のない証明） 

（５） 工事着手前の現場写真 

（６） その他市長が必要と認める書類 

実績報告 １ 報告期限 

修繕工事完了後３０日以内又は年度の末日のいずれか早い日 

２ 添付書類 

（１） 修繕工事に要した費用を明らかにできる書類（領収書又

はこれに準ずるものの写し） 

（２） 工事完了後の現場写真 

（３） 修繕工事において建築基準法に基づく確認申請を要した

場合は，検査済証の写し 

（４） 住民票の写し（※登録物件所有者が修繕した場合は不要） 

（５） その他市長が必要と認める書類 

備考 算出された補助金の額に１，０００円未満の端数が生じた場合は，そ

の額を切り捨てるものとする。 



イ 空き家バンク登録物件利用促進事業 

対象者 登録物件を取得又は賃借した者で，次に掲げる要件を全て満たす

ものとする。 

（１） 取得又は賃借した登録物件の住所に住民登録をすること。 

（２） 納付すべき市区町村税等の滞納がないこと。 

（３） 以前に空き家バンク登録物件利用促進事業による補助を

受けていないこと。 

（４） 当該登録物件に５年以上居住すること。 

（５） 笠間焼産地後継者育成補助金（平成２８年笠間市告示第

２３０号）の交付を受けていないこと。 

（６） 登録物件に入居する者にあっては，その属する世帯全員

が市内に居住の用に供する建物を保有していないこと。 

（７） 登録物件を賃借した者にあっては，補助金の申請をする

日前１年以内に笠間市内に住民登録をしていないこと。 

対象経費 登録物件の取得又は賃借に要する費用 

補助金 １ 住宅又は住宅及びこの敷地を取得した場合 

取得対価の３パーセント以内とし，３０万円を限度とする。 

２ 住宅を賃借した場合 

家賃の２ヶ月分に相当する金額とし，１０万円を限度とする。 

申請手続 １ 申請時期 

売買契約又は賃貸借契約締結後３０日以内 

２ 添付書類 

（１） 売買契約書等の写し（取得対価のわかるもの）又は賃貸

借契約書の写し 

（２） 補助を受ける建築物及び土地の登記事項証明書の写し（売

買契約の場合） 

（３） 建築物の図面（各階平面図等） 

（４） 住民票の写し 

（５） 納税証明書（未納のない証明） 



（６） その他市長が必要と認める書類 

実績報告 １ 報告期限 

当該住宅に入居後３０日以内又は年度の末日のいずれか早い日 

２ 添付書類 

（１） 住宅取得又は賃借に要した費用を明らかにできる書類（領

収書又はこれに準ずるものの写し） 

（２） 住民票の写し 

（３） その他市長が必要と認める書類 

備考 算出された補助金の額に１，０００円未満の端数が生じた場合は，そ

の額を切り捨てるものとする。 

 


